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定時株主総会開催予定日  平成 20 年６月 25 日 配当支払開始予定日  平成 20 年６月 26 日 

有価証券報告書提出予定日 平成 20 年６月 30 日 

 （百万円未満四捨五入） 

１．20 年３月期の連結業績（平成 19 年４月 1日～平成 20 年３月 31 日） 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 税 引 前 当 期 純 利 益 当 期 純 利 益

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

20 年３月期 

19 年３月期 

 10,680,891 △0.7 

 10,760,550 0.2 

 1,304,609 17.8

 1,107,015 △ 7.0

 1,322,291 16.7 

 1,132,702 △13.0 

 635,156 31.9

 481,368 △ 4.3
 

 
１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

希 薄 化 後

１株当たり当期純利益

自 己 資 本

当 期 純 利 益 率

総 資 産 税 引 前 

当 期 純 利 益 率 

売 上 高

営 業 利 益 率

  円 銭  円 銭   ％   ％   ％

20 年３月期 

19 年３月期 

 46,107 27 

 34,829 32 

 ――― 

 ――― 

  8.7

  6.9

  7.2 

  6.1 

      12.2

 10.3

(注) ①持分法投資損益    20 年３月期  31,026 百万円    19 年３月期  10,043 百万円 

   ②19 年３月期については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載のとおり、下記の 

（2）連結財政状態及び２.配当の状況も含めて既公表値から変更しております。 
 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １ 株 当 た り 純 資 産

  百万円  百万円  ％  円 銭 

20 年３月期 

19 年３月期 

 18,518,779 

 18,291,141 

 7,410,761

 7,120,768

 40.0 

 38.9 

 543,361 19 

 515,263 28 

(注) 純資産は、少数株主持分を含んでおりません。 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

  百万円  百万円  百万円  百万円 

20 年３月期 

19 年３月期 

 3,090,792 

 2,361,289 

 △ 1,990,642

 △ 2,150,990

 △  726,384 

 △  831,830 

 1,169,566 

 796,255 
 
２．配当の状況 

 １ 株 当 た り 配 当 金 

（基準日） 中間期末 期 末 年 間 

配当金総額
( 年 間 )  

配 当 性 向 
（ 連 結 ） 

純 資 産
配 当 率
（ 連 結 ）

  円 銭  円 銭  円 銭  百万円  ％  ％

19 年３月期 

20 年３月期 

 4,000 00

 4,500 00

 4,000 00

 4,500 00

 8,000 00

 9,000 00

 110,564

 123,563

 23.0 

 19.5 

 1.6

 1.7

21 年３月期 

（予想） 
 5,500 00  5,500 00  11,000 00   30.0  

(注) ①純資産は、少数株主持分を含んでおりません。 

   ②21 年３月期（予想）の１株当たり配当金については、本日公表しております株式分割を考慮しない額を記載して 

おります。詳しくは３ページ「（ご参考）株式分割後の業績予想及び配当予想について」をご参照ください。 
 
３．21 年３月期の連結業績予想（平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日） 
 （％表示は対前期増減率） 

 
売 上 高 営 業 利 益

税 引 前
当 期 純 利 益

当 期 純 利 益  
１株当たり
当期純利益

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  円 銭

通   期 10,750,000 0.6  1,160,000 △11.1  1,170,000 △11.5  500,000 △21.3  36,660 28

(注) 21 年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益については、本日公表しております株式分割を考慮し 

ない額を記載しております。詳しくは３ページ「（ご参考）株式分割後の業績予想及び配当予想について」をご参 

照ください。 
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４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の

変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無 

② ①以外の変更 無 

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年３月期 15,741,209 株 19 年３月期 15,741,209 株 

② 期末自己株式数 20 年３月期  2,102,471 株 19 年３月期  1,921,540 株 

③ 期中平均株式数 20 年３月期 13,775,614 株 19 年３月期 13,820,769 株 

 

 

(参考)個別業績の概要 

 （百万円未満切捨て） 

１.20 年３月期の個別業績(平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日) 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

20 年３月期 

19年３月期 

 375,794 4.4 

 359,982 6.1 

 209,966  6.1

 197,873 17.3

 217,710  5.6

 206,226 20.0

 195,833    3.4

 189,399 △51.9

 

 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

  円 銭  円 銭

20 年３月期 

19年３月期 

 14,215 97 
 13,703 94 

 ――― 

 ――― 

 

(2) 個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産

  百万円  百万円  ％  円 銭

20 年３月期 

19年３月期 

 7,669,121 

 8,061,382 

 5,015,306

 5,035,635

 65.4

 62.5

 367,725 11

 364,381 77

(参考) 自己資本    20 年３月期  5,015,306 百万円    19 年３月期  5,035,635 百万円 

 

 

２．21 年３月期の個別業績予想（平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日） 

 （％表示は対前期増減率） 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益  

１株当たり  
当期純利益  

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  円 銭

通    期  365,000 △2.9  195,000 △7.1  200,000 △8.1  199,000 1.6  14,590 79

(注) 21 年３月期の個別業績予想における１株当たり当期純利益については、本日公表しております株式分割を 

考慮しない額を記載しております。詳しくは３ページ「（ご参考）株式分割後の業績予想及び配当予想に 

ついて」をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 

・ 業績予想の前提条件その他の関連する事項については、14 ページをご参照ください。 

なお、当社は年次での業績管理を実施しているため、第２四半期累計期間の業績予想は作成しておりません。 

・ 19 年３月期の連結数値については、添付資料の 21 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

２.（8）に記載のとおり、既公表値から変更しております。 
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（ご参考）株式分割後の業績予想及び配当予想について 

 

 平成 20 年５月 13 日付で公表しておりますとおり、「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する

法律等の一部を改正する法律」（平成 16 年法律第 88 号）の施行により、上場会社の株券の電子化が予定されています。 

この株券の電子化により、端株の解消が必要となることから、円滑な端株制度からの移行を図るため、株券の電子化の直前

の日に、普通株式１株を 100 株に分割し、１単元の株式の数を 100 株とします。 

当該株式分割が期首に行われたと仮定した場合の 21 年３月期の業績予想及び配当は以下のとおりであります。 

 

１．21 年３月期の業績予想 

 

 １株当たり
当期純利益

   円 銭

連結業績予想 通期  366 60

個別業績予想 通期  145 91

 

２．21 年３月期の配当予想 

 

 １ 株 当 た り 配 当 金 

（基準日） 中間期末 期 末 年 間 

配 当 性 向
（ 連 結 ）

  円 銭  円 銭  円 銭  ％

21 年３月期 

（予想） 
 55 00  55 00  110 00  30.0
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１．経 営 成 績 

 

(1) 経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業部門の好調が持続するなど、景気の緩やかな拡大

が続いていましたが、米国のサブプライムローン問題に端を発する株式・為替市場の変動や原油

価格の動向等を背景に、企業収益が弱含み、設備投資も横ばいとなり、雇用情勢の改善にも足踏

みがみられるなど、景気回復への慎重な見方が広がってきました。 

情報通信分野は、ブロードバンド化・ユビキタス化が進展し、ＩＰ化に伴うサービスの融合が

加速するなど、激しい変化が続いています。固定通信市場では、光アクセスサービスの拡大と、

それに伴う既存固定電話から光ＩＰ電話への移行が進んでおり、移動通信市場では、一昨年に開

始された携帯電話番号ポータビリティや新規事業者の参入の影響等により、端末やネットワーク

の高機能化を伴いながら料金競争が激化しています。 

ＮＴＴグループは、このような事業環境のもと、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（平成 16 年

11 月公表）の実現に向け、光アクセスサービスをはじめとするブロードバンド基盤の普及拡大

に努めました。具体的な事業展開といたしましては、光アクセスサービス「フレッツ光」では、

他社との連携による映像サービスの充実、コンピュータウィルス等へのセキュリティ対策サービ

スの拡販等、安心で便利な付加価値の高いサービスの提供に努めるとともに、パソコン以外の端

末との接続を推進するなど、利用用途の拡大に取り組みました。また、お申し込みから開通まで

の期間の短縮やＷｅｂ申込・受付機能の充実等、お客様サービスの向上に努めました。これらの

取り組みの結果、「フレッツ光」契約数は 878 万契約となりました。 

中期経営戦略の柱である次世代ネットワーク（ＮＧＮ）については、幅広い分野の企業の方々

および一般のお客様に実証実験にご参加いただき、技術確認とお客様要望の把握を進めました。

実証実験の結果を踏まえ、本年３月より首都圏および大阪府の一部のエリアにおいて、「フレッ

ツ 光ネクスト」等の商用サービスを開始しました。また、ＮＧＮについて理解を深めていただ

くとともに、様々なパートナーの皆様とＮＧＮを活用したサービス開発・事業化の共創を目的に、

「次世代サービス共創フォーラム」を立ち上げ、活動を開始しました。 

第三世代移動通信サービス「ＦＯＭＡ」では、料金プラン・サービスの拡充、新販売モデルの

導入、ネットワーク品質の向上、端末ラインナップの強化等、総合的な取り組みを展開し、一層

の競争力強化を図りました。また、クレジットサービスや国際ローミングサービスの普及を推進

し収益機会の拡大に努めました。これらの取り組みの結果、「ＦＯＭＡ」契約数は 4,395 万契約

となりました。 

法人のお客様向けのサービスでは、営業力強化に向けて、営業体制をお客様の業種・業態に応

じて再編するとともに、ＳＥ機能の強化を図り、付加価値の高いソリューションの提供に取り組

みました。また、他社との業務提携を行い、成長分野での事業拡大に取り組みました。さらに、

お客様のグローバルな事業活動に対応するため、ＳＩ、データセンタ、ネットワークのサービス

ラインナップを強化するとともに、サービス提供地域の拡大を進めました。 

 以上の取り組みにより、当連結会計年度のＮＴＴグループの連結営業収益は、「フレッツ光」

や「ＦＯＭＡ」によるＩＰ関連収入およびシステムインテグレーション収入は増加したものの、



日本電信電話株式会社（9432） 平成 20 年３月期決算短信 
 

 -5-

音声関連収入の減少等により 10 兆 6,809 億円（前期比 0.7％減）となりました。また、連結営

業費用は、経費の減少および厚生年金基金の代行返上による減少等により９兆 3,763 億円（前期

比 2.9％減）となりました。この結果、連結営業利益は１兆 3,046 億円（前期比 17.8％増）、ま

た、連結税引前当期純利益は１兆 3,223 億円（前期比 16.7％増）、連結当期純利益は 6,352 億円

（前期比 31.9％増）となりました。 

（注）上記記載の対前期比は、当連結会計年度に株式の追加取得により新たに持分法適用対象

となった関連会社について、米国会計基準に基づき過年度に遡及して持分法を適用し、

前期の数値を置き換えて算定しております。 

 

 当連結会計年度における日本電信電話株式会社（持株会社）および主要なグループ会社の経営

成績等は次のとおりです。 

 

【日本電信電話株式会社（持株会社）】 

当社は、持株会社として、グループ戦略立案や事業環境の変化に即した経営資源の再配分等、

効果的な経営に努めました。 

具体的には、中期経営戦略の実現に向け、ブロードバンドサービスの展開、国際事業の推進に

向けた助言、あっせん等を行ったほか、「次世代サービス共創フォーラム」を立ち上げ、グルー

プ会社が提供する次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を活用したサービスの普及拡大に向けた支援体

制を構築し、これらの対価として、グループ経営運営収入190億円(前期比3.2％減)を得ました。

さらに、安心・安全で便利なブロードバンド・ユビキタス社会の発展を支える高度なネットワー

クと新サービスを実現する基盤技術を中心に研究開発を推進するとともに、将来を見据えた基礎

技術についても積極的に取り組み、研究開発活動の対価として、基盤的研究開発収入 1,268 億円

（前期比 3.9％増）を得ました。また、受取配当金として 2,132 億円（前期比 7.3％増）を得ま

した。 

以上の結果、当期における当社の営業収益は 3,757 億円(前期比 4.4％増)、経常利益は 2,177

億円(前期比 5.6％増)、当期純利益は 1,958 億円(前期比 3.4％増)となりました。 

 

【東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社（東西地域会社）】 

東西地域会社は、「フレッツ光」を中心としたブロードバンドサービスの充実による収益基盤

の確保を図るとともに、事業の効率化に努めました。 

具体的な取り組みといたしましては、「フレッツ光」をより多くのお客様にご利用いただくた

め、他社との連携による多チャンネル放送・ＶＯＤ等の映像サービスの充実を図るとともに、コ

ンピュータウィルス等へのセキュリティ対策サービスの拡販や、携帯電話等を使って外出先から

ネットワークカメラにより自宅等の様子を確認することができる「フレッツホームセキュリテ

ィ」の販売開始等、付加価値の高いサービスの普及拡大に努めました。また、他社との連携によ

りＴＶゲーム機と「フレッツ光」の接続を推進し、新たな利用シーンの提案による販売拡大に取

り組みました。 

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）については、実証実験で把握したお客様要望や技術確認結果を

踏まえ、本年３月より首都圏および大阪府の一部のエリアにおいて、既存の光アクセスサービス
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や光ＩＰ電話サービス等に加え、品質確保による高品質な音声通話、テレビ電話、法人向けのイ

ーサネットサービス等の商用サービスを開始しました。 

お客様サービスの向上に向けた取り組みについては、「フレッツ光」の受付時に開通工事日を

即決する仕組みの拡大や業務システムの拡張等による効率化を図り、お申し込みからサービス提

供開始までの期間の短縮に努めるとともに、ブロードバンドサービスの更なる安定運用に向けて、

ＩＰ系技術者の積極的な育成を図りました。 

また、経営効率化に向けた取り組みについては、東日本電信電話株式会社において、料金部門・

１１６センタ等の拠点集約やアウトソーシング化の推進を図りました。西日本電信電話株式会社

においては、これまでの大規模・中堅企業のお客様を対象とした法人営業体制に加え、本社に「オ

フィス営業部」を設置し、中小・ＳＯＨＯのお客様に対する効果的な営業と提案力の強化を図り

ました。 

なお、番号案内サービス（１０４番）でご案内した電話番号にそのままおつなぎする「ＤＩＡ

Ｌ １０４」サービスの広告のうち、平成 19 年７月ころから同年 10 月ころまで実施したものに

ついて、平成 20 年３月 13 日、公正取引委員会より、不当景品類及び不当表示防止法第４条第１

項第２号の規定に違反するものとして排除命令を受けました。お客様や関係各位にご心配、ご迷

惑をおかけしましたことについて、深くお詫び申し上げます。今後は、適切な対策を徹底すると

ともに、より一層のサービス向上に努めてまいります。 

ブロードバンドサービスの充実による収益基盤の拡大に取り組みましたが、音声関連収入の減

少等により、当期の営業収益は、東日本電信電話株式会社が２兆 27 億円（前期比 2.8％減）、西

日本電信電話株式会社が１兆 9,012 億円（前期比 2.6％減）となりました。特別利益として厚生

年金基金の代行返上益を計上したこと等に伴い、当期純利益は、東日本電信電話株式会社が 968

億円（前期比 14.9％増）となりましたが、西日本電信電話株式会社は繰延税金資産計上額の見

直しを行った影響等により 377 億円の当期純損失となりました。  

 

【エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社】 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社は、法人のお客様に対して、経営課題を解

決するＩＣＴソリューションの提供をさらに推進するとともに、個人のお客様には、多様化する

ライフスタイルや要望に対応したサービスの提供に努めました。 

具体的な取り組みといたしましては、法人のお客様へのサービス提供体制を業種・業界別を基

本として再編するとともに、ＳＥ機能の強化を図り、お客様の業態にあったコンサルティング営

業を推進し、付加価値の高いソリューションの提供に努めました。また、高品質・高信頼の新世

代専用線「ギガストリーム」において、日本初の 40Gbps のサービスを提供するなど商品力の強

化を図りました。 

グローバル事業では、上海の現地事業者と連携し、高い品質と信頼性をもつプレミアムデータ

センタの提供を開始するとともに、ベトナムにおいてデータセンタビジネスを展開するため、現

地の通信事業者と合弁会社を設立しました。また、日系の通信事業者としては中近東地域で初め

てとなる国際ＩＰ－ＶＰＮサービス（ＭＰＬＳタイプ）をアラブ首長国連邦で開始するなど、サ

ービス提供エリアの拡大に努めました。さらに、国際間トラヒックの急増に対処するため、各国

主要通信事業者と、日本・中国大陸・韓国・台湾・米国間を結ぶ新しい大容量光海底ケーブルの
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建設について合意するなど、より信頼性の高い国際ネットワークの構築に取り組みました。 

個人のお客様向けサービスについては、インターネット接続サービス「ＯＣＮ」において、光

アクセスサービス対応メニュー「ＯＣＮ 光 with フレッツ」等の販売拡大に努めました。また、

ＳＮＳの「ｇｏｏホーム」をはじめとする新サービスの提供を開始したほか、音楽配信サービス

「ＭｕｓｉｃＯｃｅａｎ」における高音質化等、サービスの拡充を図りました。グループにおけ

るＴＶ向け映像配信事業について、株式会社ＮＴＴぷららに一元化し、事業の効率化および一層

魅力的なサービスの提供に努め、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）に対応した高品質の映像配信サ

ービス「ひかりＴＶ」の提供を開始しました。 

固定電話サービスについては、国内・国際通話、携帯電話への通話料を安価にする「プラチナ・

ライン」等を引き続き提供し、多様なお客様要望に対応しました。 

以上の結果、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社の当期の営業収益は１兆 1,545

億円（前期比 0.8％増）、特別利益として厚生年金基金の代行返上益を計上したことに伴い、当

期純利益は 627 億円（前期比 106.8％増）となりました。 

 

【株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ】 

株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモは、一昨年に開始された携帯電話番号ポータビリティ等の影

響により厳しい競争が続くなか、利用しやすい料金サービスの提供、ネットワーク品質の向上、

端末ラインナップの強化等、「お客様重視」の視点に立ち、総合的な取り組みを展開することで

一層の競争力強化に努めました。 

利用しやすい料金サービスの提供については、新たな料金割引サービス「ファミ割ＭＡＸ５０」、

「ひとりでも割５０」、「オフィス割ＭＡＸ５０」の提供を開始しました。また、「ＦＯＭＡ９０

５ｉ」シリーズ以降の対象携帯電話機をご購入いただく際に、お客様の要望に合わせて、「バリ

ューコース」、「ベーシックコース」の２つのコースのいずれかを選択いただける新販売モデルを

導入しました。 

ネットワーク品質の向上については、お客様の声にきめ細かく対応したエリア整備を進めると

ともに、通信量の増大に対応するため、設備の増強に取り組みました。さらに、より高速な通信

が可能な「ＦＯＭＡハイスピードエリア」の拡大を推進し、ネットワークの高速化にも努めまし

た。 

端末ラインナップの強化については、「ＦＯＭＡハイスピード」、国際ローミング対応、ワンセ

グ放送受信機能等の 新機能を搭載した「ＦＯＭＡ９０５ｉ」シリーズや、デザイン・機能両面

でバラエティーに富んだ「ＦＯＭＡ７０５ｉ」シリーズの提供を開始しました。 

また、国際ローミングについて、対応端末の拡充およびご利用いただける国・地域の拡大を推

進し利用増加を図るなど、国際分野における更なる収益拡大に取り組むとともに、「おサイフケ

ータイ」を使ったクレジットサービス「ＤＣＭＸ」の会員拡大やコンビニエンスストアへの「ｉ

Ｄ」決済端末の設置等、クレジットサービスの普及拡大に努め、新たな収入の創出に向け取り組

みました。 

事業者間の競争が激化するなか、以上の取り組みを行いましたが、株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモの当期の連結営業収益は４兆 7,118 億円(前期比 1.6％減)となりました。一方、連結営業

費用が、経費の減少および厚生年金基金の代行返上等により減少した結果、連結当期純利益は
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4,912 億円（前期比 7.4％増）となりました。 

 

【株式会社エヌ・ティ・ティ・データ】 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データは、金融機関を中心とした基幹系システムの構築や、コン

プライアンス関連の情報システム投資需要等から、特に金融機関や製造業でのソフトウェア投資

が堅調に推移するなか、競争優位性を確保してお客様要望に応えていくため、「量（売上）から

質（仕事のやり方、価値創造ビジネス）への転換」を図り、「お客様満足度Ｎｏ．１の追求」に

向け、取り組みました。 

具体的には、中期経営の主な柱である「営業の変革」、「開発プロセスの変革」、「グループ経営

の効率的な推進」、「低採算ビジネスの見直し」、「成長エンジン」、「人財育成」に取り組みました。 

「営業の変革」としてお客様満足度の向上を目指し、各部門においてお客様ごとの業務改善プ

ランを策定・実行するとともに、「開発プロセスの変革」としてソフトウェア工学に関する研究

開発組織を再編成し体制を強化しました。「グループ経営の効率的な推進」については、グルー

プ各社の自立化推進と個社のミッションの実現を通じた競争力の向上に向けて、出向政策を見直

しました。「低採算ビジネスの見直し」については、一部の連結子会社の解散を決定するなど高

収益性ビジネスへの経営資源のシフトを図り、更なる収益性向上に取り組みました。「成長エン

ジン」については、将来的に成長が見込まれるヘルスケア事業領域の強化に向けて「ヘルスケア

システム事業本部」を設置したほか、製薬業界向け臨床試験電子化ソリューションにおける世界

的な技術を有する企業と業務提携し、治験ＩＴ化支援サービスの推進に取り組みました。「人財

育成」については、社員一人ひとりの専門性とレベルを認定する制度を運用し、高い専門性を活

かして企画・推進できるプロフェッショナル人材の認定や若年層社員の育成に取り組みました。 

これらの取り組みを通じて、公共、金融、法人の各分野で新規システムの受注・サービス開始

に向けた積極的な営業活動および効率的なシステム開発を推進するとともに、現在提供中のシス

テムについては、引き続き安定したサービス提供に努めました。また、国際事業展開の更なる推

進に向けて、お客様のグローバルな事業展開に対応するため、海外子会社の設立や現地企業の経

営権取得により、中国、アジア、米国、欧州でのＩＴサポートサービスの充実を図りました。 

以上の結果、株式会社エヌ・ティ・ティ・データの当期の連結営業収益は１兆 744 億円（前期

比 2.8％増）となりましたが、出向政策の見直しに伴う特別損失を計上したこと等により、連結

当期純利益は 304 億円（前期比 39.9％減）となりました。 

 

次期の業績については、連結営業収益は 10 兆 7,500 億円（前期比 0.6％増）、連結営業利益は

１兆1,600億円（前期比11.1％減）、連結税引前当期純利益は１兆1,700億円（前期比11.5％減）、

連結当期純利益は 5,000 億円（前期比 21.3％減）を予想しております。 

   

(2) 財政状態に関する分析 

当連結会計年度における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、当期純利益及び減価償却

費などにより、３兆 908 億円となりました。前期比では、7,295 億円（30.9％）キャッシュ・フ

ローが増加しておりますが、これは法人税等の支払額（純額）が減少したこと（当期は Hutchison 

3G UK Holdings Limited 株式の減損が、税務上損金として認容されたことなどにより法人税等
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の支払額（純額）は 2,373 億円）及び前連結会計年度末が金融機関の休業日のため電話料金等の

回収が当連結会計年度にずれこんだため売掛金が減少したことなどによるものであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」については、固定資産の取得などにより、１兆 9,906

億円の現金を使用しました。前期比では、1,603 億円（7.5％）現金支出が減少しておりますが、

これは出資等の長期投資による支出が増加した一方で有形固定資産取得による支出が減少した

ことなどによるものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」については、借入金の返済などにより、7,264 億円の

現金を使用しました。前期比では、1,054 億円（12.7％）現金支出が減少しておりますが、これ

は自己株式取得による支出が増加した一方で短期借入金等が増加したことなどによるものであ

ります。 

 以上の結果、当連結会計年度末におけるＮＴＴグル－プの現預金及び現金同等物の残高は、前

連結会計年度末と比較して 3,733 億円（46.9％）増加し、１兆 1,696 億円となりました。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社では、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆様に利益を還元していくことを重

要な経営課題の一つとして位置づけております。配当につきましては、安定性・継続性に配意し

つつ、業績動向、財務状況及び配当性向等を総合的に勘案して行ってまいります。 

当期の配当につきましては、期末配当を１株当たり 4,500 円とし、中間配当 4,500 円と合わせ

年間配当を 9,000 円とする予定です。次期の配当につきましては、通期では普通配当 11,000 円

とする予定です。 

なお、内部留保資金につきましては、財務体質の健全性を確保しつつ、成長機会獲得のための

投資や資本効率を意識した資本政策などに活用してまいります。 
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２．企業集団の状況 

 

ＮＴＴグループ（当社および当社の関係会社）は、地域通信事業、長距離・国際通信事業、移

動通信事業およびデータ通信事業を主な事業内容としております。 

 各事業の内容および当該事業における主な連結子会社の状況は次のとおりであります。 

 なお、連結子会社のうち、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社エヌ・ティ・ティ・

データおよびエヌ・ティ・ティ都市開発株式会社につきましては東京証券取引所市場第一部に上

場しております。 

 

①地域通信事業 

 当事業は、国内電気通信事業における県内通信サービスの提供およびそれに附帯する事業を主

な事業内容としております。 

（連結子会社） 

東日本電信電話株式会社、 西日本電信電話株式会社、 株式会社ＮＴＴ東日本－東京南、 株

式会社ＮＴＴ西日本－関西、 株式会社エヌ・ティ・ティ エムイー、 株式会社エヌ・ティ・

ティ ネオメイト、 株式会社エヌ・ティ・ティ マーケティング アクト、 エヌ・ティ・テ

ィ・インフラネット株式会社、 エヌ・ティ・ティ番号情報株式会社、 株式会社エヌ・ティ・

ティ・クオリス、 株式会社エヌ・ティ・ティ・ソルコ、 株式会社エヌ・ティ・ティ・カード

ソリューション、 テルウェル東日本株式会社、 テルウェル西日本株式会社 他 92 社 

 

②長距離・国際通信事業 

 当事業は、国内電気通信事業における県間通信サービス、国際通信事業およびそれに附帯する

事業を主な事業内容としております。 

（連結子会社） 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、 株式会社エヌ・ティ・ティ ピー・シー 

コミュニケーションズ、 エヌ・ティ・ティ レゾナント株式会社、 株式会社ＮＴＴぷらら、 

Verio Inc.、 NTT COM ASIA LIMITED、 NTT America, Inc.、 NTT AUSTRALIA PTY. LTD.、 

NTT EUROPE LTD.、 エヌ・ティ・ティ・ワールドエンジニアリングマリン株式会社、 エヌ・

ティ・ティ・ビズリンク株式会社、 ＮＴＴコムテクノロジー株式会社、 エヌ・ティ・ティ・

ファネット・システムズ株式会社 他 36 社 

 

③移動通信事業 

 当事業は、携帯電話事業およびそれに附帯する事業を主な事業内容としております。 

（連結子会社） 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、 株式会社

エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、 株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ北陸、 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、 株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ中国、 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国、 株式会社エヌ・ティ・ティ・
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ドコモ九州、 ドコモ・サービス株式会社、 ドコモエンジニアリング株式会社、 ドコモ・モ

バイル株式会社、 ドコモ・サポート株式会社、 ドコモ・システムズ株式会社、ドコモ・セン

ツウ株式会社、 ドコモ・テクノロジ株式会社、 ドコモ・ビジネスネット株式会社、 

DoCoMo interTouch Pte.LTD 他 104 社  

 

④データ通信事業 

 当事業は、システムインテグレーション、ネットワークシステムサービス等の事業を主な事業

内容としております。 

（連結子会社） 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ、 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・フロンティア、 エ

ヌ・ティ・ティ・データ・システム技術株式会社、 エヌ・ティ・ティ・データ・ジェトロニク

ス株式会社、 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・システムズ、 株式会社エヌ・ティ・ティ・

データ・ウェーブ、 日本カードプロセシング株式会社、 エヌ・ティ・ティ・データ・フォー

ス株式会社、 エヌ・ティ・ティ・データ・クリエイション株式会社、 itelligence  AG、 エ

ヌ・ティ・ティ・データ・フィナンシャル株式会社、 エヌ・ティ・ティ・データ・カスタマサ

ービス株式会社、 エヌ・ティ・ティ・データ東京エス・エム・エス株式会社、 

NTT DATA INTERNATIONAL L.L.C.、 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所、 

NTT DATA EUROPE GmbH & Co.KG 他 114 社  

 

⑤その他の事業  

（連結子会社） 

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社、 ＮＴＴファイナンス株式会社、 株式会社ＮＴＴファシ

リティーズ、 エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社、 ＮＴＴエレクトロニクス株式会社、 

エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社、 エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア株式会

社、 エヌ・ティ・ティ・ビジネスアソシエ株式会社、 株式会社情報通信総合研究所、 株式

会社エヌ・ティ・ティ・ロジスコ、 株式会社エヌ・ティ・ティ・アド、 エヌ・ティ・ティ ラ

ーニングシステムズ株式会社、 他 57 社 

 

 なお、事業系統図につきましては次項のとおりであります。 
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３．経 営 方 針 

 

(1) 会社の経営の基本方針と中長期的な経営目標 

ＮＴＴグループは、100 年以上の永きにわたりわが国の電気通信の発展を支えてきた自信・

実績と世界をリードする研究開発力を基盤として「これからも安心・安全なサービスを提供し続

け、いつまでも皆様に信頼される企業としてお役に立ち続ける」を合言葉に、激しい競争環境の

中でそれぞれの事業において求められる法の責務や社会的な使命を果たしながら、21 世紀のブ

ロードバンド・ユビキタス社会のニーズに応えられるよう積極的に事業を展開し、お客様や株

主の皆様から常に高い信頼を得て持続的な発展を目指してまいります。 

この経営方針を踏まえた中長期的な取り組みとして、ＮＴＴグループは、情報通信市場の急速

な発展に伴い多様化・複合化するお客様のニーズにお応えするため、2004 年 11 月に「ＮＴＴ

グループ中期経営戦略」を策定し、市場や技術の変化を踏まえた具体的な取組みを適

時、明らかにしてきたところです。今後とも、その実現を通じ、お客様の利便性の向

上、社会的課題の克服に積極的に貢献するとともに、株主様重視の経営を推進してま

いります。 

 

(2) 会社の対処すべき課題 

わが国経済は、当面は減速が続くものの、住宅建設の持ち直しや輸出の増加等により景気の緩

やかな回復が期待されます。ただし、海外経済や国際金融市場を巡る不確実性、エネルギー・原

材料価格高騰の影響等に引き続き留意する必要があります。 

情報通信分野では、ネットワークのＩＰ化、ブロードバンド化・ユビキタス化が引き続き進展

し、固定と移動、通信と放送等、サービスの融合が加速し、これに伴うお客様要望の多様化に対

応するため、競争は激しさを増すものと想定されます。 

このような状況のなか、ＮＴＴグループは、中期経営戦略に基づき、「オープン」と「コラボ

レーション」をキーワードに、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の構築を進め、他の事業者のネッ

トワークとオープンに接続するとともに、幅広い分野の企業の方々と協業して、新しいサービス

や価値を創造してまいります。 

ＮＧＮの具体的な事業展開といたしましては、本年３月より首都圏および大阪府の一部のエリ

アにおいて、商用サービスを開始いたしましたが、順次、政令指定都市や県庁所在地級都市へ提

供エリアを拡大してまいります。また、ＮＧＮの特長である高品質・高セキュリティ等を活かし

た利便性の高いサービスの拡充を図ってまいります。ＮＧＮを利用した新たなサービスの開発・

事業化にあたっては、「次世代サービス共創フォーラム」等を活用し、様々なパートナーの皆様

との共創に取り組んでまいります。 

ＮＧＮによる魅力的なサービスの提供、お客様の要望に的確・迅速に対応できる業務プロセス

の確立に引き続き取り組み、光アクセスサービスの普及拡大をさらに推進してまいります。 

「ＦＯＭＡ」では、お客様の満足を高め、関係をより深めていくことを第一に、高品質で安定

したネットワークの構築、アフターサービスの充実、利用しやすい料金プラン・サービスの提供、

端末ラインナップの拡充等、総合的な競争力を引き続き強化してまいります。 
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また、地域ドコモ８社を統合し、全国１社体制による事業運営へ見直し、お客様サービスの統

一・強化に努めるとともに、事業の効率化に取り組んでまいります。 

法人のお客様向けのサービスでは、引き続き営業力および開発力の強化に努め、各種ソリュー

ションを提供してまいります。国内外一体でのＩＣＴ活用、エンドエンドでのネットワーク品質

確保等のお客様要望に対しては、海外の事業者との協業も図りつつ、グループの総合力を活かし

て対応してまいります。 

さらに、ＮＧＮをはじめとする、研究開発に基づいたサービスの提供実績やノウハウを活用し、

国･地域ごとの市場環境に応じたグローバルビジネスを展開してまいります。 

また、トラヒックに依存しない新分野ビジネスの拡大に引き続き取り組んでまいります。グル

ープをあげて業務プロセスの見直しを進め、拠点の集約やアウトソーシングによる経営効率化へ

の取り組みも継続してまいります。 

 そのなかで当社は、経営資源の機動的かつ弾力的な配分や一元的な基盤的研究開発など、持株

会社方式の利点を活用したグループ経営を推進するとともに、各グループ会社に対する必要な助

言、あっせんなどの実施、効率的な資金調達等に取り組んでまいります。 

 研究開発では、安心・安全で便利なブロードバンド・ユビキタス社会の発展を支える高度なネ

ットワークと新サービスを実現する基盤技術の創出に向けて取り組むとともに、将来を見据えた

基礎技術についても積極的に取り組んでまいります。また、成果を着実に事業に反映させるため、

グループ会社との緊密な連携のもと、実用化に向けた開発を一層推進してまいります。引き続き

基盤的研究開発の成果の普及に努めるとともに、標準化への更なる貢献や他の研究機関等と連携

した研究開発活動についても積極的に進めてまいります。 

 以上のような活動を展開し、ＮＴＴグループは、ブロードバンド・ユビキタスネットワークに

よる豊かなコミュニケーション環境の創造、企業活動の効率化、さらには新たなビジネス機会の

創出に取り組み、グループの企業価値の増大に努めてまいる所存です。 

 

 

（注）本決算短信に記載されている業績予想の各数値は、現在当社の経営陣が入手している情報

に基づいて行った判断・評価・事実認識・方針の策定に基づいて算定しております。 

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想を行うために不可欠となる

一定の前提（仮定）を用いて算定したものであります。将来の予想に本質的に内在する不

確定性・不確実性および今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等によ

る変動可能性に照らし、現実の業績の数値は、予想数値と異なる可能性があります。 
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(単位　百万円)

７９６，２５５ １，１６９，５６６ ３７３，３１１

１１１，９０１ １７，５６６ △ ９４，３３５

２，１０２，４３５ １，８４３，４６８ △ ２５８，９６７

△ ３１，２９７ △ ３６，２８６ △ ４，９８９

３０９，０９７ ３４３，９７８ ３４，８８１

３４１，２４３ ３７５，６６１ ３４，４１８

２６１，５３４ ２７６，１７８ １４，６４４

３，８９１，１６８ ３，９９０，１３１ ９８，９６３

１４，６３９，７９２ １４，６９９，２７２ ５９，４８０

１３，４４２，５６６ １３，７０１，７３５ ２５９，１６９

５，７３０，０３４ ５，７９２，３４５ ６２，３１１

１，８６４，１５９ １，７６１，３４８ △ １０２，８１１

８７７，００９ １，０７８，１１８ ２０１，１０９

２８９，４４７ ３０１，７２２ １２，２７５

△ ２６，４１９，１９５ △ ２６，９４８，９６１ △ ５２９，７６６

１０，４２３，８１２ １０，３８５，５７９ △ ３８，２３３

３２６，２１９ ４１６，１４０ ８９，９２１

３７１，５９２ ３４７，８９９ △ ２３，６９３

３８７，０６６ ４２７，８８８ ４０，８２２

１，３２９，７１４ １，３８４，３１１ ５４，５９７

７７６，２７０ ９５９，０９６ １８２，８２６

７８５，３００ ６０７，７３５ △ １７７，５６５

３，９７６，１６１ ４，１４３，０６９ １６６，９０８

１８，２９１，１４１ １８，５１８，７７９ ２２７，６３８

（注）　前連結会計年度の数値については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載のとおり、既公表値から
　　　変更しております。

前 払 費 用 及 び
そ の 他 の 流 動 資 産

４． 比較連結貸借対照表

当連結会計年度

増    減 (△)

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

前連結会計年度

科　　　　　　　　　目

流 動 資 産

短 期 投 資

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

(　 資 　産　 の 　部 　)

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

現預金及び現金同等物

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

棚 卸 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

電 気 通 信 機 械 設 備

電 気 通 信 線 路 設 備

建 物 及 び 構 築 物

機 械 、 工 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

投資及びその他の資産

投資及びその他の資産合計

関 連 会 社 投 資

市 場 性 の あ る 有 価 証 券
及 び そ の 他 の 投 資

繰 延 税 金 資 産

営 業 権

そ の 他 の 資 産

そ の 他 の 無 形 資 産

-15-



日本電信電話株式会社（9432）　平成20年３月期決算短信

(単位　百万円)

４１４，２９０ ５６８，０６８ １５３，７７８

８３７，８４０ ６５９，５９８ △ １７８，２４２

１，４４６，６８１ １，４９２，４５０ ４５，７６９

４８６，１０８ ４６６，６８９ △ １９，４１９

１４，６０２ １１，８０９ △ ２，７９３

１０８，５５６ ２３４，０７４ １２５，５１８

４５，８０８ ３６，０７４ △ ９，７３４

４７，４１２ ９８，２６１ ５０，８４９

３２９，５１６ ３４４，８８６ １５，３７０

３，７３０，８１３ ３，９１１，９０９ １８１，０９６

３，５１０，３７０ ３，４１６，７４０ △ ９３，６３０

９６，２３１ ６０，４８８ △ ３５，７４３

１，５３４，９９３ １，２９４，８１３ △ ２４０，１８０

４６３，４２３ ５６０，０７０ ９６，６４７

５，６０５，０１７ ５，３３２，１１１ △ ２７２，９０６

１，８３４，５４３ １，８６３，９９８ ２９，４５５

９３７，９５０ ９３７，９５０ －

２，８４４，１０３ ２，８４１，０７９ △ ３，０２４

４，１４５，６０８ ４，６６３，２９６ ５１７，６８８

１０２，５２９ △ ２６，４２８ △ １２８，９５７

△ ９０９，４２２ △ １，００５，１３６ △ ９５，７１４

７，１２０，７６８ ７，４１０，７６１ ２８９，９９３

１８，２９１，１４１ １８，５１８，７７９ ２２７，６３８

（注）　前連結会計年度の数値については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載のとおり、既公表値から

　　　変更しております。

負債及び資本合計

未 払 利 息

前 受 金

未 払 消 費 税 等

未 払 退 職 年 金 費 用

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債 合 計

そ の 他 の 流 動 負 債

資 本 合 計

増    減 (△)

短 期 借 入 金

固 定 負 債

少 数 株 主 持 分

固 定 負 債 合 計

科　　　　　　　　　目

( 負 債 及 び 資 本 の 部 )

1 年 以 内 の 返 済 予 定
長 期 借 入 債 務

流 動 負 債

未 払 人 件 費

買 掛 金

長 期 借 入 債 務

リ ー ス 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

前連結会計年度 当連結会計年度

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

そ の 他 の 包 括 利 益
（ △ 損 失 ） 累 積 額

自 己 株 式

資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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日本電信電話株式会社（9432）　平成20年３月期決算短信

(単位　百万円)

３，１１３，５４９ ２，８３１，１３８ △ ２８２，４１１

３，０２１，２６３ ２，７３９，８３２ △ ２８１，４３１

２，２４７，９４８ ２，５６７，４４０ ３１９，４９２

５８３，３４９ ６５３，４９９ ７０，１５０

１，０９２，７３８ １，１５６，９９７ ６４，２５９

７０１，７０３ ７３１，９８５ ３０，２８２

１０，７６０，５５０ １０，６８０，８９１ △ ７９，６５９

２，３２５，７１２ ２，４１９，１４８ ９３，４３６

１，３３３，２３７ １，２６２，７８９ △ ７０，４４８

７３７，２７１ ７９４，８６７ ５７，５９６

２，０９７，３２７ ２，１６１，８７８ ６４，５５１

３，６２０ ５，０３２ １，４１２

３，１４０，５８７ ３，０４７，２３６ △ ９３，３５１

１５，７８１ ２，８８８ △ １２，８９３

－ △ ３１７，５５６ △ ３１７，５５６

９，６５３，５３５ ９，３７６，２８２ △ ２７７，２５３

１，１０７，０１５ １，３０４，６０９ １９７，５９４

△ ６９，５３３ △ ６３，７７５ ５，７５８

２７，０８８ ２４，４９５ △ ２，５９３

６８，１３２ ５６，９６２ △ １１，１７０

２５，６８７ １７，６８２ △ ８，００５

１，１３２，７０２ １，３２２，２９１ １８９，５８９

４６６，５５２ ５２０，７７７ ５４，２２５

２９８，１７７ ３７７，０６５ ７８，８８８

１６８，３７５ １４３，７１２ △ ２４，６６３

６６６，１５０ ８０１，５１４ １３５，３６４

１９４，８２５ １９７，３８４ ２，５５９

１０，０４３ ３１，０２６ ２０，９８３

４８１，３６８ ６３５，１５６ １５３，７８８

（注）　前連結会計年度の数値については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載のとおり、既公表値から変更して
　　　おります。

IP 系 ・ パ ケ ッ ト 通 信 収 入

通 信 端 末 機 器 販 売 収 入

そ の 他 の 営 業 収 入

固 定 音 声 関 連 収 入

移 動 音 声 関 連 収 入

当 期 純 利 益 ( △ 損 失 )

受 取 利 息

そ の 他 、 純 額

支払利息、 社債発行差金償却

及 び 社 債 発 行 費

持分法による投資利益(△損失)

少数株主持分損益及び持分法による投
資利益(△損失)調整前利益(△損失)

５． 比較連結損益計算書

前連結会計年度

増    減 (△)科　　　　　　　　　目

当連結会計年度

営 業 収 益

営 業 収 益 合 計

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 収 入

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 原 価
（以下に個別掲記する科目を除く）

少 数 株 主 持 分 損 益

法 人 税 等

営 業 権 及 び そ の 他 の
無 形 資 産 の 一 時 償 却

当 年 度 分

繰 延 税 額

営 業 外 損 益 合 計

減 価 償 却 費

営 業 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益 ( △ 損 失 )

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 費 用 合 計

営 業 外 損 益

減 損 損 失

サ ー ビ ス 原 価
（以下に個別掲記する科目を除く）

通 信 端 末 機 器 原 価
（以下に個別掲記する科目を除く）

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

平成19年４月１日から
平成20年３月 31日まで
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日本電信電話株式会社（9432）　平成20年３月期決算短信

(単位　百万円)

９３７，９５０ ９３７，９５０ －

９３７，９５０ ９３７，９５０ －

２，８４３，１０８ ２，８４４，１０３ ９９５

９９５ △ ３，０２４ △ ４，０１９

２，８４４，１０３ ２，８４１，０７９ △ ３，０２４

３，７６０，９９１ ４，１４５，６０８ ３８４，６１７

△ ９６，７５１ △ １１７，４６８ △ ２０，７１７

４８１，３６８ ６３５，１５６ １５３，７８８

４，１４５，６０８ ４，６６３，２９６ ５１７，６８８

９９，４１７ １０２，５２９ ３，１１２

△ １７，２６８ △ １２８，９５７ △ １１１，６８９

２０，３８０ － △ ２０，３８０

１０２，５２９ △ ２６，４２８ △ １２８，９５７

△ ９０７，０８８ △ ９０９，４２２ △ ２，３３４

△ ２，３３４ △ ９５，７１４ △ ９３，３８０

△ ９０９，４２２ △ １，００５，１３６ △ ９５，７１４

７，１２０，７６８ ７，４１０，７６１ ２８９，９９３

４８１，３６８ ６３５，１５６ １５３，７８８

△ １７，２６８ △ １２８，９５７ △ １１１，６８９

４６４，１００ ５０６，１９９ ４２，０９９

（注）　前連結会計年度の数値については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載のとおり、既公表
　　　値から変更しております。

６． 比較連結株主持分計算書

資 本 金

利 益 剰 余 金

期 首 残 高

期 末 残 高

期 首 残 高

その他の包括利益(△損失)

期 首 残 高

当 期 純 利 益 ( △ 損 失 )

期 首 残 高

Ｓ Ｆ Ａ Ｓ 第 158 号 の
適 用 に よ る 調 整

株 主 持 分 期 末 残 高

その他の包括利益(△損失)

包 括 利 益 （ △ 損 失 ）

期 末 残 高

期 末 残 高

資 本 剰 余 金

そ の 他

現 金 配 当 金

期 末 残 高

前連結会計年度 当連結会計年度

包 括 利 益 （ △ 損 失 ） 合 計

自 己 株 式

そ の 他 の 包 括 利 益
（ △ 損 失 ） 累 積 額

期 末 残 高

当 期 純 利 益 ( △ 損 失 )

期 首 残 高

増 減

増    減 (△)科　　　　　　　　　目 平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで
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(単位　百万円)

Ⅰ

４８１，３６８ ６３５，１５６ １５３，７８８

２，０９７，３２７ ２，１６１，８７８ ６４，５５１

３，６２０ ５，０３２ １，４１２

１６８，３７５ １４３，７１２ △ ２４，６６３

１９４，８２５ １９７，３８４ ２，５５９

１５，７８１ ２，８８８ △ １２，８９３

１３６，１６７ １４０，５１１ ４，３４４

－ △ ３１７，５５６ △ ３１７，５５６

△ １０，０４３ △ ３１，０２６ △ ２０，９８３

△ ２８０，５２４ ２８９，６２７ ５７０，１５１

８３，９７５ △ ３４，５８２ △ １１８，５５７

４２，１６０ △ ２３，３１０ △ ６５，４７０

△ ７６，９１８ △ ８０，８８３ △ ３，９６５

１８，６８９ △ ９，６３２ △ ２８，３２１

△ ２，３８７ △ ２，７３２ △ ３４５

△ １５，０４２ ５０，８７５ ６５，９１７

△ １０７，４０６ １２５，４９４ ２３２，９００

△ ３８，３３４ △ １２，５６２ ２５，７７２

△ １１６，３８０ △ １８３，３７７ △ ６６，９９７

△ ６３，１８１ ５１，９５７ １１５，１３８

△ １７０，７８３ △ １８，０６２ １５２，７２１

２，３６１，２８９ ３，０９０，７９２ ７２９，５０３

Ⅱ

△ １，６０８，５０５ △ １，２５９，７１９ ３４８，７８６

８２，０３５ ８１，９９１ △ ４４

△ ７２，１４６ △ １９９，７８０ △ １２７，６３４

７１，２５３ １２４，１８３ ５２，９３０

△ ８，３８１ △ １４，２９３ △ ５，９１２

４，６３２ ５，５８６ ９５４

△ ６１９，８７８ △ ７２８，６１０ △ １０８，７３２

△ ２，１５０，９９０ △ １，９９０，６４２ １６０，３４８

Ⅲ

４７７，５１７ ５０８，９２２ ３１，４０５

△ ８５４，８２５ △ ８７８，２６７ △ ２３，４４２

△ ９６，７５１ △ １１７，４６８ △ ２０，７１７

△ １，３３９ △ ９５，６５０ △ ９４，３１１

△ １５７，６５６ △ １７３，００２ △ １５，３４６

△ １９８，７７６ ２９，０８１ ２２７，８５７

△ ８３１，８３０ △ ７２６，３８４ １０５，４４６

Ⅳ ６，９４９ △ ４５５ △ ７，４０４

Ⅴ △ ６１４，５８２ ３７３，３１１ ９８７，８９３

Ⅵ １，４１０，８３７ ７９６，２５５ △ ６１４，５８２

Ⅶ ７９６，２５５ １，１６９，５６６ ３７３，３１１

補足情報

７１，７６１ ６６，５６８ △ ５，１９３

４１８，９３６ ２３７，３１１ △ １８１，６２５

１７，０３４ ７，６９４ △ ９，３４０

－ １９，８６４ １９，８６４

（注）　前連結会計年度の数値については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載のとおり、既公表値から変更しております。

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 預 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

現預金及び現金同等物の増加（△減少）額

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

未 払 法 人 税 等 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

長 期 投 資 に よ る 支 出

長 期 投 資 の 売 却 及 び 償 還 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

その他の流動負債の増加（△減少）額

未 払 消 費 税 等 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

未 払 利 息 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

前 受 金 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

減 損 損 失

そ の 他

当連結会計年度前連結会計年度

当期純利益（△損失）から営業活動による
キャッシュ・フローへの調整：

科　　　　　　　　　目

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 期 純 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 除 却 損

棚 卸 資 産 の （ △ 増 加 ） 減 少 額

その他の流動資産の（△増加）減少額

買 掛 金 及 び 未 払 人 件 費 の 増 加 （ △ 減少 ）額

受取手形及び売掛金の（△増加）減少額

未払退職年金費用の増加（△減少）額

その他の固定負債の増加（△減少）額

キ ャ ピ タ ル ・ リ ー ス 債 務 発 生 額

短 期 投 資 の 償 還 に よ る 収 入

各 連 結 会 計 年 度 の 現 預 金 支 払 額 ：

支 払 利 息

法 人 税 等 ( 純 額 )

現 預 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

現 預 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

短期借入金及びその他の増加（△減少）額

無 形 資 産 及 び そ の 他 の 資 産 の 取 得

７． 比較連結キャッシュ・フロー計算書

増　　減（△）

減 価 償 却 費

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

持 分 法 に よ る 投 資 （ △ 利 益 ） 損 失

繰 延 税 額

少 数 株 主 持 分 損 益

営業権及びその他の無形資産の一時償却

株 式 交 換 に よ る 株 式 取 得 額

短 期 投 資 に よ る 支 出

現 金 支 出 を 伴 わ な い 投 資 及 び 財 務 活 動 ：

自 己 株 式 の 売 却 及 び 取 得 （ 純 額 ）

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

少 数 株 主 か ら の 株 式 取 得 に よ る 支 出

長 期 借 入 債 務 の 増 加 に よ る 収 入

長 期 借 入 債 務 の 返 済 に よ る 支 出

配 当 金 の 支 払 額

平 成 19年 ４月 １日 から
平 成 20 年 ３月 31 日 まで

平成 18年４月１日から
平成 19年３月 31日まで

-19-
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

当社は、米国で一般に認められた会計原則（会計原則審議会意見書、財務会計基準書（Statement 

of Financial Accounting Standards、以下「SFAS」）等）に基づいて連結財務諸表を作成してお

ります。 

 

１．新会計基準の適用 

特定の複合金融商品の会計処理 

 

平成19年４月１日より、SFAS第155号「特定の複合金融商品の会計処理－SFAS第133号及び第140号の改

訂」を適用しております。SFAS第155号は事業体がSFAS第133号に基づき主契約と区分して公正価値を測

定することが求められている組込デリバティブを含む複合金融商品について、複合金融商品全体での公

正価値の再測定を選択することも認めております。また、SFAS第133号及びSFAS第140号の特定の定義の

明確化ならびに改訂も行っております。SFAS第155号適用による経営成績及び財政状態への影響はありま

せん。 

 

金融資産のサービス業務の会計処理 

 

平成19年４月１日より、SFAS第156号「金融資産のサービス業務の会計処理－SFAS第140号の改訂」を

適用しております。SFAS第156号はサービサーがサービス権の公正価値変動を経済的にヘッジするために

デリバティブを使用することを一部認めており、特定の譲渡及び証券化に係る損益の計上方法を変更し

ております。SFAS第156号適用による経営成績及び財政状態への影響はありません。 

 

法人所得税の不確実性に関する会計処理 

 

 平成19年４月１日より、FIN第48号「法人所得税の不確実性に関する会計処理－SFAS第109号の解釈」

を適用しております。FIN第48号は、SFAS第109号「法人所得税の会計処理」に従って認識する法人所得

税について、税法上の取扱いが不確実な場合における会計処理を明確にするものであり、財務諸表上の

認識及び税務申告上のタックス・ポジションの測定に関する基準を規定するとともに、認識の中止、流

動・固定の分類、利息及び課徴金の取扱い、開示、移行措置等についての指針を提供しております。FIN

第48号適用による経営成績及び財政状態への影響は軽微であります。 

 

 

２． 主要な会計方針等 

(1)市場性のある有価証券 

SFAS第115号「特定の負債証券及び持分証券への投資の会計処理」を適用しております。 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価は、時価を超えない範囲で原価法によっております。通信端末機器に係る原

価の評価方法は先入先出法を採用しております。 

(3)有形固定資産の表示及び減価償却の方法 

有形固定資産は取得原価によって表示しており、減価償却は主として定率法（ただし建物は

定額法）によっております。 

(4)営業権及びその他の無形資産 

SFAS第142号「営業権及びその他の無形資産」を適用しております。 

(5)退職給付債務 

SFAS第87号「事業主の年金会計」及びSFAS第158号「確定給付型の年金及びその他の退職後

給付制度に関する事業主の会計」を適用しております。 

(6)デリバティブ取引 

SFAS第133号「デリバティブ商品及びヘッジ活動に関する会計処理」、SFAS第138号「特定の

デリバティブ商品及び特定のヘッジ活動に関する会計処理－SFAS第133号の改訂」及びSFAS第

149号「デリバティブ商品及びヘッジ活動に関する会計処理－SFAS第133号の改訂」を適用して
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おります。 

(7)法人税等 

法人税等は連結損益計算書上の税引前当期純利益（損失）に基づいて算定されており、資産・

負債の帳簿価額と税務申告上の価額との間の一時差異及び繰越欠損金に対する税効果につい

て、資産・負債法により繰延税金資産及び負債を認識しております。 

(8)株式の追加取得による持分法の遡及適用 

  当連結会計年度における株式の追加取得により新たに持分法適用となった関連会社（従来は、

「市場性のある有価証券及びその他の投資」に計上）について、会計原則審議会（Accounting 

Principles Board）意見書第18号「持分法適用による普通株式投資の会計処理」に基づき、過

年度に遡及して持分法を適用しております。 

  これに伴い、連結財務諸表の前連結会計年度の数値を既公表のものから変更しております。

前連結会計年度の主要項目への影響は以下のとおりであります。 

 

（単位 百万円） 

項目 既公表値 変更後 影響額 

比較連結貸借対照表   

 資産合計 18,365,775 18,291,141 △74,634 

 資本合計 7,172,610 7,120,768 △51,842 

比較連結損益計算書   

 営業外損益合計 30,986 25,687 △ 5,299 

 税引前当期純利益（△損失） 1,138,001 1,132,702 △ 5,299 

 持分法による投資利益（△損失） 3,101 10,043 6,942 

 当期純利益（△損失） 476,907 481,368 4,461 

 

 

３. 厚生年金基金の代行返上について   

エヌ・ティ・ティ厚生年金基金(以下「NTT厚生年金基金」)は、確定給付企業年金法に基づき、

NTT厚生年金基金の代行部分について、平成15年９月の厚生労働大臣による将来分支給義務免除

の認可に続き、平成19年７月に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成20年２月に代行

部分に係る年金資産の返還を完了しました。 

この結果、当連結会計年度の連結損益計算書において、「厚生年金基金代行返上益」317,556

百万円を営業費用の減として計上しております。 

 

４． テレホンカード未利用分にかかる今後の使用見込額の計上 

NTTグループが販売したテレホンカードの未利用分のうち、今後使用が見込まれる分について、

当連結会計年度期首に負債として計上しております。これに伴い、当連結会計年度の連結損益計

算書において、「固定音声関連収入」が32,800百万円減少しております。なお、当該負債につい

ては、今後直近までの実績等をもとに毎期見積りを行います。 

 

５． 後発事象 

自己株式の取得 

当社は、平成20年５月13日開催の取締役会において、平成20年５月14日から平成21年３月24

日にかけて、発行済普通株式総数45万株、取得総額2,000億円の範囲内で自己株式を取得する

ことを決議しました。 

なお、当社は、平成20年５月13日開催の取締役会において、株券の電子化の直前の日に、普

通株式１株を100株に分割し、１単元の株式数を100株とする単元株制度を導入することを決議

しました。株式分割後は、株式分割前に取得した株式数に、45万株から株式分割前に取得した

株式数を差し引いたものに100を乗じた株式数を加えた株式数が上限になります。 

 

株式の分割および単元株制度の採用 

平成21年１月に「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律

等の一部を改正する法律」（平成16年法律第88号）が施行され、上場会社の株券の電子化が予

定されております。 

当社は、平成20年５月13日開催の取締役会において、この株券の電子化により、端株の解消
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が必要となることから、円滑な端株制度からの移行を図るため、平成20年６月25日開催予定の

第23回定時株主総会における定款一部変更の件（単元株制度の導入）が承認可決され総務大臣

の認可を受けることを条件として、株券の電子化の直前の日に、普通株式１株を100株に分割

し、１単元の株式数を100株とする単元株制度を導入することを決議しました。 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情

報および当期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報はそれ

ぞれ以下のとおりであります。 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

5,152円63銭 5,433円61銭 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

348円29銭 461円07銭 

希薄化後１株当たり当期純利益 希薄化後１株当たり当期純利益 

－ － 
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８.セグメント情報（連結） 
 

 

１． 営業収益 

                          （単位 百万円） 

 前連結会計年度 

平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで 

当連結会計年度 

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

増 減(△) 

地 域 通 信 事 業    

外部顧客に対するもの 3,658,966 3,591,767 △        67,199 

セ グ メ ン ト 間 取 引 649,023 617,962 △        31,061 

 小計 4,307,989 4,209,729 △        98,260 

長 距 離 ・ 国 際 通 信 事 業    

外部顧客に対するもの 1,165,599 1,199,840 34,241 

セ グ メ ン ト 間 取 引 124,234 122,970 △         1,264 

 小計 1,289,833 1,322,810 32,977 

移 動 通 信 事 業    

外部顧客に対するもの 4,730,487 4,652,696 △        77,791 

セ グ メ ン ト 間 取 引 57,606 59,131 1,525 

 小計 4,788,093 4,711,827 △        76,266 

デ ー タ 通 信 事 業    

外部顧客に対するもの 872,279 928,839 56,560 

セ グ メ ン ト 間 取 引 141,548 130,675 △        10,873 

 小計 1,013,827 1,059,514 45,687 

そ の 他 の 事 業    

外部顧客に対するもの 333,219 340,549 7,330 

セ グ メ ン ト 間 取 引 850,091 844,531 △         5,560 

 小計 1,183,310 1,185,080 1,770 

そ  の  他  （ 注 ） - △    32,800 △    32,800 

セ グ メ ン ト 間 取 引 消 去 △    1,822,502 △    1,775,269 47,233 

合計 10,760,550 10,680,891 △    79,659 

  (注)テレホンカード未利用分にかかる今後の使用見込額の計上 

 

２． セグメント別損益 

                      （単位 百万円） 

 前連結会計年度 

平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで 

当連結会計年度 

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

増 減(△) 

営 業 利 益    

地 域 通 信 事 業 115,939 285,631 169,692 

長距離・国際通信事業 59,719 105,815 46,096 

移 動 通 信 事 業 773,524 796,501 22,977 

デ ー タ 通 信 事 業 82,845 58,841 △       24,004 

そ の 他 の 事 業 61,285 78,900 17,615 

計 1,093,312 1,325,688 232,376 

そ  の  他  （ 注 ） - △    32,800 △    32,800 

セ グ メ ン ト 間 取 引 消 去 13,703 11,721 △        1,982 

営 業 利 益 1,107,015 1,304,609 197,594 

  (注)テレホンカード未利用分にかかる今後の使用見込額の計上 
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３．資産 
（単位 百万円） 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日）
増 減(△) 

総 資 産    

地 域 通 信 事 業 8,263,063 7,843,239 △      419,824 

長距離・国際通信事業 1,443,233 1,406,430 △       36,803 

移 動 通 信 事 業 6,233,981 6,278,088 44,107 

デ ー タ 通 信 事 業 1,193,920 1,267,830 73,910 

そ の 他 の 事 業 9,984,980 10,146,404 161,424 

計 27,119,177 26,941,991 △      177,186 

セ グ メ ン ト 間 取 引 消 去 △    8,828,036 △    8,423,212 404,824 

合計 18,291,141 18,518,779 227,638 

 

４．その他の重要事項 

                      （単位 百万円） 

(注)設備投資額は、有形固定資産及び無形固定資産の取得に要した発生主義ベースでの把握金額を記載

しており、連結キャッシュ・フロー計算書上の「有形固定資産の取得による支出」及び「無形資産

及びその他の資産の取得」の金額とは、以下の差額が生じております。 

 （前連結会計年度） （当連結会計年度） 増 減(△)

有形固定資産の取得による支出 1,608,505百万円 1,259,719百万円 △ 348,786百万円

無形資産及びその他の資産の取得 619,878百万円 728,610百万円 108,732百万円

合    計 2,228,383百万円 1,988,329百万円 △ 240,054百万円

設備投資額（合計）との差額 △    8,468百万円 △  140,532百万円 △ 132,064百万円

 

 

    ※前連結会計年度の数値については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載 

のとおり、既公表値から変更しております。 

 前連結会計年度 

平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで

当連結会計年度 

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

増 減(△) 

減 価 償 却 費    

地 域 通 信 事 業 938,375 967,243 28,868 

長距離・国際通信事業 147,863 141,483 △       6,380 

移 動 通 信 事 業 744,122 787,795 43,673 

デ ー タ 通 信 事 業 149,598 142,559 △       7,039 

そ の 他 の 事 業 109,051 114,165 5,114 

計 2,089,009 2,153,245 64,236 

セ グ メ ン ト 間 取 引 消 去 8,318 8,633 315 

合計 2,097,327 2,161,878 64,551 

設 備 投 資 額    

地 域 通 信 事 業 873,530 856,894 △      16,636 

長距離・国際通信事業 115,960 135,041 19,081 

移 動 通 信 事 業 934,423 758,743 △     175,680 

デ ー タ 通 信 事 業 139,565 176,826 37,261 

そ の 他 の 事 業 173,373 201,357 27,984 

合計 2,236,851 2,128,861 △     107,990 
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９.関連当事者との取引（連結） 
 

関連会社との取引額及び債権・債務残高 

（単位 百万円） 

 前連結会計年度 

平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで 

当連結会計年度 

平成19年４月１日から 

平成20年３月31日まで 

営 業 収 益 34,083 12,489 

営 業 費 用 195,272 85,740 

 

（単位 百万円） 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

債 権 残 高 5,791 7,634 

債 務 残 高 20,223 27,612 

 

 

１０.税 効 果 会 計 （ 連 結 ） 
 

繰延税金資産・負債の主な内訳 

                              （単位 百万円） 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

繰 延 税 金 資 産   

未 払 退 職 年 金 費 用 623,745 513,508 

有形・無形固定資産(主に減価償却費) 299,444 325,994 

繰 越 欠 損 金 283,809 234,354 

そ の 他 426,194 406,626 

繰 延 税 金 資 産  1,633,192 1,480,482 

評 価 性 引 当 金 （ 控 除 ）  △   161,172 △  212,073 

繰 延 税 金 資 産 合 計  1,472,020 1,268,409 

繰 延 税 金 負 債   

子会社公募増資等に伴う持分変動差額 △   468,586 △  447,344 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △     128 △     798 

そ の 他 △    93,436 △  130,704 

繰 延 税 金 負 債 合 計  △   562,150 △  578,846 

繰 延 税 金 資 産 （ 純 額 ）  909,870 689,563 

 

 

※前連結会計年度の数値については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載 

のとおり、既公表値から変更しております。 
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１１. 有 価 証 券 （ 連 結 ） 
 

 

１． 売却可能証券 

                            （単位 百万円） 
 前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
増減額 

帳 簿 価 額 173,971 202,455 28,484

未 実 現 保 有 

利 益 
97,550 65,734 △   31,816

未 実 現 保 有 

損 失 
1,839 23,649 21,810

持分証券 

公 正 価 値 269,682 244,540 △   25,142

帳 簿 価 額 103,650 3,299 △  100,351

未 実 現 保 有 

利 益 
27 8 △       19

未 実 現 保 有 

損 失 
152 193 41

負債証券 

公 正 価 値 103,525 3,114 △  100,411

 

 

２． 満期保有目的証券   

                                          （単位 百万円） 
 前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
増減額 

帳 簿 価 額 1,260 4,574 3,314

未 実 現 保 有 

利 益 
1 － △       1

未 実 現 保 有 

損 失 
－ － －

負債証券 

公 正 価 値 1,261 4,574 3,313

 

 

  ※前連結会計年度の数値については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」２.（8）に記載の 

とおり、既公表値から変更しております。 
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１２.退 職 給 付 （ 連 結 ） 
 

１．退職一時金及び規約型企業年金制度 

 

(1)退職給付債務に関する事項 

                                 （単位 百万円） 
 

 

連結貸借対照表への計上額は、以下の通りであります。 

                                 （単位 百万円） 
 

 

 

 

 

 

 

また、その他の包括損失(△利益)累積額への計上額は、以下の通りであります。 

（単位 百万円） 
 

 

(2)退職給付費用に関する事項 

                                 （単位 百万円） 

 前連結会計年度 

平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで

当連結会計年度 

平成19年４月１日から 

平成20年３月31日まで 

勤 務 費 用  84,898 79,702 

利 息 費 用  47,619 50,037 

年 金 資 産 の 期 待 運 用 収 益  △  33,442 △  34,782 

償 却 及 び 繰 延 ( 純 額 )  △  27,284 △  28,967 

連結損益計算書上の退職給付費用総額 71,791 65,990 

 

(3)退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

予測給付債務算定 2.2% 2.3% 
割 引 率

退職給付費用算定 2.0% 2.2% 

予 定 昇 給 率 1.5-3.4% 1.9-3.2% 

年 金 資 産 の 長 期 期 待 収 益 率 2.5% 2.5% 

 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

期 末 予 測 給 付 債 務  △ 2,356,395 △ 2,279,725 

期 末 年 金 資 産 の 公 正 価 値  1,389,166 1,268,711 

積 立 状 況  △  967,229 △ 1,011,014 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

未 払 退 職 年 金 費 用  △  972,235 △  1,011,360 

そ の 他 の 資 産  5,006 346 

その他の包括損失(△利益)累積額  △   73,905    96,506 

純 認 識 額  △ 1,041,134 △  914,508 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

数 理 計 算 上 の 差 異  73,316 209,356 

会 計 基 準 変 更 時 差 異  1,696 1,332 

過 去 勤 務 債 務  △  148,917 △  114,182 

合 計 額  △  73,905    96,506 
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２．ＮＴＴ企業年金基金 

 

(1)退職給付債務に関する事項 

                                 （単位 百万円） 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

期 末 予 測 給 付 債 務  △  1,971,796 △ 1,241,986 

期 末 年 金 資 産 の 公 正 価 値  1,409,038 958,533 

積 立 状 況  △   562,758 △   283,453 

 

 
連結貸借対照表への計上額は、以下の通りであります。 

                                 （単位 百万円） 
 

 

 

 

 

 

 

また、その他の包括損失(△利益)累積額への計上額は、以下の通りであります。 

（単位 百万円） 
 

 

(2)退職給付費用に関する事項 

                                 （単位 百万円） 

 前連結会計年度 

平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで

当連結会計年度 

平成19年４月１日から 

平成20年３月31日まで 

勤 務 費 用  41,178 39,040 

利 息 費 用  39,859 43,273 

年 金 資 産 の 期 待 運 用 収 益  △   34,197 △   32,506 

償 却 及 び 繰 延 ( 純 額 )  8,253 2,042 

従 業 員 拠 出 額  △    5,017 △    4,042 

退 職 給 付 費 用 計 50,076 47,807 

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益 - △  317,556 

合 計 額 50,076 △  269,749 

 

(3)退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

予測給付債務算定 2.2% 2.3% 
割 引 率

退職給付費用算定 2.0% 2.2% 

予 定 昇 給 率 3.4% 3.4% 

年 金 資 産 の 長 期 期 待 収 益 率 2.5% 2.5% 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

未 払 退 職 年 金 費 用 △  562,758 △  283,453 

その他の包括損失(△利益)累積額 51,934 55,397 

純 認 識 額 △  510,824 △  228,056 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

数 理 計 算 上 の 差 異 78,992 77,918 

過 去 勤 務 債 務 △  27,058 △  22,521 

合 計 額 51,934 55,397 
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１３. そ の 他 （ 連 結 ） 
 
     当社グループは、「厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成８年法律第82号）」附則第54条等の定め 

    により、逓信省（電気通信事業に従事）、電気通信省、日本電信電話公社、日本電信電話株式会社に勤務し 

    昭和31年７月以降に退職した者の昭和31年６月以前の勤務期間に係る旧国家公務員等共済組合法に基づく年金 

    給付に要する費用について、社会保険庁等からの通知により毎期負担金を支出しておりますが、当連結会計 

    年度における当該負担金の支出額は61,856百万円であります。 

     なお、当該負担金は、公的年金制度に対する負担金であることから、他の公的年金制度に係る保険料（厚 

    生年金保険料）の会計処理と同様、毎期の支出額を毎期の費用に計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）なお、リース取引、デリバティブ取引等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要 

性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 
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 １４．比較貸借対照表 

(単位　百万円)

１５，２８１ ２２，４５９ ７，１７８

１，３９４ １，２６５ △ １２９

３５８ ３０６ △ ５１

７３８ ７４１ ３

５１２ １，４０８ ８９５

５４４，２８５ ４７１，９５０ △ ７２，３３４

１１０，４８７ ７６，７９０ △ ３３，６９７

１５０，０００ ２７，０００ △ １２３，０００

１０，４５０ ８，７９８ △ １，６５２

８３３，５０９ ６１０，７２０ △ ２２２，７８８

１４７，０２１ １３６，６０７ △ １０，４１３

６，１８５ ５，４９６ △ ６８８

４６８ ３８９ △ ７９

２４，９０８ ２４，０６８ △ ８４０

２９，７８６ ２９，６７４ △ １１２

－ ５２９ ５２９

７１６ ８５２ １３６

２０９，０８７ １９７，６１８ △ １１，４６９

４６，５５９ ５０，３９１ ３，８３２

４２，０５８ ３２，３７８ △ ９，６７９

４，７７２，１８２ ４，７７９，００８ ６，８２５

２，１１６，６１１ １，９３７，０２３ △ １７９，５８８

４０，４８２ ２５，１６９ △ １５，３１３

－ ３５，０００ ３５，０００

８９１ １，８１２ ９２０

６，９７２，２２６ ６，８１０，３９１ △ １６１，８３５

７，２２７，８７２ ７，０５８，４００ △ １６９，４７１

８，０６１，３８２ ７，６６９，１２１ △ ３９２，２６０

科　　　　　　　　　目 増    減 (△)

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

構 築 物

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

土 地

工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

資 産 合 計

(　 資 　産　 の 　部 　)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

そ の 他 の 投 資 等

売 掛 金

第   23   期

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

第   22   期

貯 蔵 品

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

短 期 貸 付 金

関 係 会 社 預 け 金

繰 延 税 金 資 産

前 渡 金

未 収 入 金

関 係 会 社 長 期 預 け 金

リ ー ス 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式
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(単位　百万円)

４７７ ５８４ １０６

３３９，７６５ １７０，０００ △ １６９，７６５

１８４，５５７ １８７，３８１ ２，８２３

５０，０００ ５０，０００ －

－ ８３ ８３

１０１，１８４ ６６，２３０ △ ３４，９５４

１１，７１６ ９，２３６ △ ２，４８０

２８ ２１０ １８２

９１４ ９１８ ４

２０９ ２４１ ３１

９５，７９７ ３９，７９６ △ ５６，００１

０ １ ０

５８６ １，１７５ ５８９

７８５，２３７ ５２５，８５８ △ ２５９，３７９

１，３４０，７６２ １，３４０，７９１ ２９

８１８，５３９ ７６０，６３８ △ ５７，９０１

５０，０００ － △ ５０，０００

－ ８４７ ８４７

３０，４０８ ２４，６７０ △ ５，７３７

７９８ １，００８ ２０９

２，２４０，５０８ ２，１２７，９５６ △ １１２，５５２

３，０２５，７４６ ２，６５３，８１５ △ ３７１，９３１

９３７，９５０ ９３７，９５０ －

２，６７２，８２６ ２，６７２，８２６ －

９９４ １，０５８ ６４

２，６７３，８２０ ２，６７３，８８４ ６４

１３５，３３３ １３５，３３３ －

２，１８５，１３７ ２，２６３，５０３ ７８，３６５

１１ － △ １１

１，１３１，０００ １，１３１，０００ －

１，０５４，１２５ １，１３２，５０３ ７８，３７７

２，３２０，４７０ ２，３９８，８３６ ７８，３６５

△ ９０９，４２２ △ １，００５，１３６ △ ９５，７１４

５，０２２，８１９ ５，００５，５３５ △ １７，２８４

１２，８１６ ９，７７１ △ ３，０４５

１２，８１６ ９，７７１ △ ３，０４５

５，０３５，６３５ ５，０１５，３０６ △ ２０，３２９

８，０６１，３８２ ７，６６９，１２１ △ ３９２，２６０

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

株 主 資 本 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 本 金

前 受 収 益

預 り 金

前 受 金

1 年 以 内 に 償 還 予 定 の 社 債

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

関 係 会 社 長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

第   22   期

固 定 負 債

流 動 負 債

1年以内に返済予定の長期借入金

流 動 負 債 合 計

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

(平成19年３月31日)

関 係 会 社 預 り 金

(　 負 　債　 の 　部 　)

買 掛 金

(平成20年３月31日)
科　　　　　　　　　目 増    減 (△)

第   23   期

未 払 費 用

未 払 金

1 年 以 内 に 返 済 予 定 の
関 係 会 社 長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務

社 債

-31-



日本電信電話株式会社（9432）　平成20年３月期決算短信

１５．比較損益計算書 

(単位　百万円)

３５９，９８２ ３７５，７９４ １５，８１１

１９８，６０８ ２１３，２０２ １４，５９４

１９，７１４ １９，０７７ △ ６３６

１２２，１１５ １２６，８８３ ４，７６８

１９，５４３ １６，６３０ △ ２，９１３

１６２，１０９ １６５，８２７ ３，７１８

２０，４８３ ２０，７１３ ２３０

１０６，７６７ ９９，０１１ △ ７，７５６

２９，７９３ ４０，３７１ １０，５７８

１，８４４ ２，８５７ １，０１３

３，２２１ ２，８７３ △ ３４７

１９７，８７３ ２０９，９６６ １２，０９３

６２，３８８ ５８，５８３ △ ３，８０４

４６，５３８ ４２，３１２ △ ４，２２６

１１，５８５ １１，５１５ △ ６９

４，２６４ ４，７５５ ４９１

５４，０３５ ５０，８４０ △ ３，１９５

１７，９７６ １４，５３１ △ ３，４４５

２９，００９ ２８，６１７ △ ３９１

５，４０５ ５，８３４ ４２９

１，６４３ １，８５６ ２１２

２０６，２２６ ２１７，７１０ １１，４８４

－ ６，６８５ ６，６８５

－ ６，６８５ ６，６８５

９，８５８ １３，６１８ ３，７５９

９，８５８ － △ ９，８５８

－ ７，８２３ ７，８２３

－ ５，３８６ ５，３８６

－ ４０７ ４０７

１９６，３６７ ２１０，７７７ １４，４０９

△ ４４４ △ ６，０８９ △ ５，６４４

７，４１２ ２１，０３２ １３，６２０

１８９，３９９ １９５，８３３ ６，４３４

受 取 利 息

社 債 利 息

物 件 貸 付 費 用

雑 支 出

営 業 外 費 用

物 件 貸 付 料

雑 収 入

当 期 純 利 益

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

第   23   期

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

科　　　　　　　　　目 増    減 (△)

営 業 収 益

営 業 費 用

第   22   期

受 取 配 当 金

そ の 他 の 収 入

基 盤 的 研 究 開 発 収 入

グ ル ー プ 経 営 運 営 収 入

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

管 理 費

支 払 利 息

営 業 利 益

営 業 外 収 益

試 験 研 究 費

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

租 税 公 課

固 定 資 産 除 去 損 等

リ ー ス 会 計 基 準 の
適 用 に 伴 う 影 響 額

関 係 会 社 株 式 評 価 損

-32-



日本電信電話株式会社（9432）　平成20年３月期決算短信

前事業年度の要約（自　平成18年４月１日　　至　平成19年３月31日） （単位　百万円）

平成18年３月31日残高 937,950 2,672,826 － 2,672,826 135,333 530 1,131,000 961,027 2,227,890 △ 907,087 4,931,579 14,905 14,905 4,946,485

事業年度中の変動額

特別償却準備金の取崩し
（注）

△ 448 448 － － －

特別償却準備金の取崩し △ 70 70 － － －

剰余金の配当（注） △ 41,465 △ 41,465 △ 41,465 △ 41,465

役員賞与金（注） △ 69 △ 69 △ 69 △ 69

剰余金の配当（中間配当） △ 55,285 △ 55,285 △ 55,285 △ 55,285

当期純利益 189,399 189,399 189,399 189,399

自己株式の取得 △ 5,807 △ 5,807 △ 5,807

自己株式の処分 994 994 3,472 4,467 4,467

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△ 2,089 △ 2,089 △ 2,089

－ － 994 994 － △ 518 － 93,098 92,579 △ 2,334 91,239 △ 2,089 △ 2,089 89,150

平成19年３月31日残高 937,950 2,672,826 994 2,673,820 135,333 11 1,131,000 1,054,125 2,320,470 △ 909,422 5,022,819 12,816 12,816 5,035,635

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　　至　平成20年３月31日） （単位　百万円）

平成19年３月31日残高 937,950 2,672,826 994 2,673,820 135,333 11 1,131,000 1,054,125 2,320,470 △ 909,422 5,022,819 12,816 12,816 5,035,635

事業年度中の変動額

特別償却準備金の取崩し △ 11 11 － － －

剰余金の配当 △ 117,467 △ 117,467 △ 117,467 △ 117,467

当期純利益 195,833 195,833 195,833 195,833

自己株式の取得 △ 96,303 △ 96,303 △ 96,303

自己株式の処分 64 64 589 653 653

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△ 3,045 △ 3,045 △ 3,045

－ － 64 64 － △ 11 － 78,377 78,365 △ 95,714 △ 17,284 △ 3,045 △ 3,045 △ 20,329

平成20年３月31日残高 937,950 2,672,826 1,058 2,673,884 135,333 － 1,131,000 1,132,503 2,398,836 △1,005,136 5,005,535 9,771 9,771 5,015,306

 １６．株主資本等変動計算書 

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

資本金
利益

準備金 特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

純資産
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

自己株式

資本剰余金

その他利益剰余金
評価・換算

差額等
合計

株主資本
合計

利益剰余金

その他資本
剰余金

事業年度中の変動額合計

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計資本

準備金
その他資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

事業年度中の変動額合計
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 １７．比較キャッシュ・フロー計算書 

(単位　百万円)

Ⅰ

１９６，３６７ ２１０，７７７ １４，４０９

３２，７２１ ４３，４９２ １０，７７０

１，０１９ ８，９７７ ７，９５８

－ ５，３８６ ５，３８６

－ ４０７ ４０７

△ １９８，６０８ △ ２１３，２０２ △ １４，５９４

△ ７６ － ７６

９，８５８ － △ ９，８５８

－ △ ６，６８５ △ ６，６８５

２，０８３ ９４７ △ １，１３６

３，８５０ ３８，９８０ ３５，１２９

△ １３，９７６ △ ２９，７０７ △ １５，７３１

△ ２０１ ９８２ １，１８３

９５，７９７ △ ５６，００１ △ １５１，７９９

△ ７７７ △ ２，０３５ △ １，２５７

１２８，０５９ ２，３１９ △ １２５，７４０

２４６，１１２ ２５７，５９５ １１，４８２

△ ４７，７１４ △ ４５，５１７ ２，１９７

△ ６，１７３ １，１３９ ７，３１３

３２０，２８３ ２１５，５３６ △ １０４，７４６

Ⅱ

△ ４９，４０３ △ ５４，４００ △ ４，９９６

－ ２，０１５ ２，０１５

△ ２，８８８ △ ７，７１６ △ ４，８２８

１９４ ４１１ ２１７

△ ２３１，５５４ △ ３１４，０００ △ ８２，４４５

５１５，３２７ ５８５，９７２ ７０，６４４

－ △ ３５，０００ △ ３５，０００

△ ７ △ ４２１ △ ４１４

２３１，６６６ １７６，８６１ △ ５４，８０５

Ⅲ

２３１，５４７ ３１３，８９７ ８２，３４９

△ ４３１，３９６ △ ５９０，１０６ △ １５８，７０９

△ ９０，０００ － ９０，０００

－ △ １０６ △ １０６

△ ９６，７５０ △ １１７，４６７ △ ２０，７１７

△ １，３３９ △ ９５，６４９ △ ９４，３１０

△ ３８７，９３９ △ ４８９，４３３ △ １０１，４９４

Ⅳ １６４，０１１ △ ９７，０３５ △ ２６１，０４６

Ⅴ １０，３６６ １７４，３７７ １６４，０１１

Ⅵ １７４，３７７ ７７，３４１ △ ９７，０３５

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

固 定 資 産 売 却 損

リ ー ス 会 計 基 準 の 適 用 に 伴 う 影 響 額

退職給付引当金の増加又は減少(△ )額

第   22   期

営業活動によるキャッシュ・フロー

税 引 前 当 期 純 利 益

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 損

関 係 会 社 株 式 売 却 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

科　　　　　　　　　目

投 資 有 価 証 券 等 の 売 却 に よ る 収 入

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現金及び現金同等物の増加又は減少(△)額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

関係会社長期預け金の増加（△）又は減少額

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出

仕 入 債 務 の 増 加 又 は 減 少 ( △ ) 額

売 上 債 権 の 増 加 ( △ ) 又 は 減 少 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

法 人 税 等 の 受 取 又 は 支 払 （ △ ） 額

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

小 計

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

未 払 消 費 税 等 の 増 加 又 は 減 少 ( △ ) 額

投 資 有 価 証 券 等 の 取 得 に よ る 支 出

自 己 株 式 の 売 却 及 び 取 得 （ 純 額 ）

社 債 及 び 長 期 借 入 金 に よ る 収 入

社債及び長期借入金の返済による支出

短 期 借 入 に よ る 増 減 （ △ ） 額

配 当 金 の 支 払 額

そ の 他

長 期 貸 付 に よ る 支 出

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

受 取 配 当 金

関係会社預り金の増加又は減少（△）額

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

第   23   期

増　　減（△）
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重要な会計方針 

 

  １．有価証券の評価基準及び評価方法 

   (1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 
 

   (2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております） 

② 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 

  ２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品については、 終仕入原価法による原価法によっております。 

 

  ３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）については定率法（ただし建物は定額法）、無形固定資産（リース資産

を除く）については定額法によっております。 

耐用年数は見積耐用年数、残存価額は実質残存価額によっております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 
 
(2) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

有形固定資産については、リース期間を耐用年数とし、リース期間終了時点に実質残存価額となる定率法（た

だし建物は定額法）によっております。なお、実質残存価額が零の場合（ただし建物を除く）については、リ

ース期間終了時点に残存価額10％となる定率法による減価償却費相当額に９分の10を乗じる方法によってお

ります。 

無形固定資産については、リース期間を耐用年数とする定額法によっております。 

(会計方針の変更) 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会 第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成19年４月１日以

後開始する事業年度から適用することができることになったことに伴い、当事業年度から、同会計基準及び同

適用指針を適用しております。 

これにより、営業利益が77百万円増加し、経常利益が４百万円増加し、税引前当期純利益は402百万円減少

しております。 

なお、中間財務諸表には、同会計基準及び同適用指針が適用されておらず、改正前会計基準及び改正前実務

指針で必要とされていた注記がなされております。 

 

  ４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。 

 なお、当事業年度においては、引当金の計上はありません。 
 
(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、発生時か

ら費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、翌事

業年度から費用処理しております。 

(追加情報) 

エヌ・ティ・ティ厚生年金基金（以下「ＮＴＴ厚生年金基金」）は、確定給付企業年金法に基づき、ＮＴＴ

厚生年金基金の代行部分について、平成19年７月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成20年

２月26日に代行部分に係る年金資産の返還を完了しました。これにより、特別利益として6,685百万円を計上

しております。 

 

  ５．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっております。ただし、為替予約等については振当処理を適用しており、また、金利スワップ取引のうち、

「金利スワップの特例処理」（金融商品に関する会計基準注解（注14））の対象となる取引については、当該特例処理を適

用しております。 
 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

 ヘッジ手段として、為替予約取引、通貨スワップ取引、クーポン・スワップ（金利部分のみの通貨スワップ）取引、金

利スワップ取引及び金利オプション取引等、またはこれらの組み合わせによる取引を行うこととしております。 

② ヘッジ対象 

 ヘッジ対象は、将来の市場価格（為替・金利等）の変動により時価または将来キャッシュ・フローが変動するリスクの



日本電信電話株式会社（9432） 平成20年３月期決算短信 

 

 
- 36 -  

ある資産（有価証券、貸付金及び未収金等）または負債（社債、借入金及び未払金等）としております。 
 
(3) ヘッジ方針 

 為替リスクのある資産及び負債については、社内規程に基づき、為替予約、通貨スワップ等により為替リスクをヘッジし

ております。 

 金利リスクのある資産及び負債については、社内規程に基づき、金利スワップ等により金利リスクをヘッジしております。 
 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎四半期末に個別取引毎のヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ対象の資産ま

たは負債とヘッジ手段について元本、利率、期間等の重要な条件が同一である場合には、本検証を省略することとしており

ます。 

 

  ６．消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 

 

貸借対照表注記 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額         第22期 240,582百万円 第23期 240,963百万円 

 

２．日本電信電話株式会社等に関する法律第９条の規定により、総財産を社債の一般担保に供しております。 

なお、日本電信電話株式会社法の一部を改正する法律（平成９年法律第98号）附則第９条の規定により、当社

は、東日本電信電話㈱、西日本電信電話㈱及びｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱と連帯して平成11年６月30日以前に発行

した社債の債務を負うとともに、４社の総財産を当該社債の一般担保に供しております。 

 

 

損益計算書注記 

 

営業費用に含まれる研究開発費     第22期  128,814百万円 第23期  134,802百万円 

 

 

株主資本等変動計算書注記 

 

自己株式に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式の種類 普通株式  

前事業年度末株式数 1,921,540.08株  

当事業年度増加株式数 178,698.00株 （市場買付けによる取得） 

当事業年度増加株式数 3,475.80株 （端株の買取請求による取得）

当事業年度減少株式数 1,243.06株 （端株の買増請求による売却）

当事業年度末株式数 2,102,470.82株  
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 １８．有 価 証 券 (個別) 
 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

 １．第22期（平成19年３月31日）  

 貸借対照表計上額 

 （百万円） 
時 価（百万円） 差 額（百万円） 

子会社株式 41,129  7,547,288  7,506,159  

関連会社株式 9,804  23,672  13,868  

計 50,934  7,570,961  7,520,027  

                                                     

 

 ２．第23期（平成20年３月31日） 

 貸借対照表計上額 

 （百万円） 
時 価（百万円） 差 額（百万円） 

子会社株式 41,129  5,153,078  5,111,948  

関連会社株式 9,804  16,202  6,397  

計 50,934  5,169,281  5,118,346  
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 １９．税 効 果 会 計（個別）  
 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 １．第22期（平成19年３月31日）  

                            （単位 百万円） 

繰 延 税 金 資 産   

固 定 資 産 29,960 

有 価 証 券 15,083 

退 職 給 付 引 当 金 12,359 

そ の 他 2,139 

繰 延 税 金 資 産 小 計  59,543 

評 価 性 引 当 額  △   8,946 

繰 延 税 金 資 産 合 計  50,596 

繰 延 税 金 負 債   

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

未 収 事 業 税 

特 別 償 却 準 備 金 

そ の 他 

△    8,797 

△      764 

△        7 

△       31 

繰 延 税 金 負 債 合 計  △    9,601 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額   40,995 

 

 

２．第23期（平成20年３月31日） 

                                            （単位 百万円） 

繰 延 税 金 資 産   

固 定 資 産 23,439 

有 価 証 券 12,395 

退 職 給 付 引 当 金 10,027 

そ の 他 5,178 

繰 延 税 金 資 産 小 計  51,041 

評 価 性 引 当 額  △  22,050 

繰 延 税 金 資 産 合 計  28,991 

繰 延 税 金 負 債   

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

そ の 他 

△    2,182 

△      231 

繰 延 税 金 負 債 合 計  △    2,413 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額   26,577 
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    ２０２０２０２０．．．．役役役役    員員員員    のののの    異異異異    動動動動        

 

(1) 新任取締役候補 

片 山  泰 祥 （西日本電信電話㈱ 取締役） 

渡 邊  大 樹 （東日本電信電話㈱ 取締役） 

 

(2) 新任監査役候補 

諸 田  敏 朗 （元 会計検査院事務総局次長） 

網 谷  駿 介 （エヌ・ティ・ティ・コムウェア㈱ 代表取締役副社長） 

本 林    徹 （弁護士（東京弁護士会）） 

 

(3) 退任予定取締役 

代表取締役副社長  江 部    努 （東日本電信電話㈱ 代表取締役社長 就任予定） 

常務取締役     橋 本    信 （㈱日立製作所 入社予定） 

 

(4) 退任予定監査役 

常勤監査役     深 田  烝 治 

監査役       根 來  泰 周 

監査役       田 辺  正 通 

 

(5) 代表取締役および役付取締役予定者 

① 取締役会長予定者 

取締役会長     和 田  紀 夫 

② 代表取締役社長予定者 

代表取締役社長   三 浦    惺 

③ 代表取締役副社長予定者 

代表取締役副社長  宇 治  則 孝 

常務取締役     鵜 浦  博 夫 

代表取締役副社長  金 澤    薫 
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(6) 役員の人事の予定 

 

     新役職名および                      現役職名および 
     新担当業務         （氏    名）       現担当業務 

 

代表取締役副社長           宇 治 則 孝    代表取締役副社長 

技術戦略担当                        技術戦略担当 

 

代表取締役副社長           鵜 浦 博 夫    常務取締役 

新ビジネス推進室長                     経営企画部門長 

事業戦略担当                        中期経営戦略推進室次長兼務 

 

代表取締役副社長           金 澤   薫    代表取締役副社長 

リスクマネジメント担当                   リスクマネジメント担当 

国際標準化担当                       国際標準化担当 

 

取締役                上 坂   清    取締役 

総務部門長                         総務部門長 

総務部門内部統制室長兼務                  総務部門内部統制室長兼務 

 

取締役                花 澤       取締役 

研究企画部門長                       研究企画部門長 

 

取締役                小 林 敏 雄    取締役 

財務部門長                         財務部門長 

 

取締役                片 山 泰 祥 

技術企画部門長 

技術企画部門次世代ﾈｯﾄﾜｰｸ推進室長兼務 

 

取締役                渡 邊 大 樹 

経営企画部門長 

 

取締役                今 井   敬    取締役 

 

 

取締役                小 林 陽太郎    取締役 

 

（注）・和田紀夫氏は取締役会議長、三浦 惺氏はＣＥＯ(Chief Executive Officer)、宇治則孝氏は 

ＣＴＯ(Chief Technology Officer)、ＣＩＯ(Chief Information Officer)、鵜浦博夫氏は 

ＣＦＯ(Chief Financial Officer)、金澤 薫氏はＣＣＯ(Chief Compliance Officer) 

とする予定です。 

・６月２５日付をもって組織変更を行う予定です。 

・当社が再任を予定している取締役のうち、今井 敬および小林陽太郎の両氏は、社外取締役 

候補者です。 

・新任監査役候補の諸田敏朗および本林 徹の両氏は、社外監査役候補者です。 

・退任予定監査役は第２３回定時株主総会（６月２５日）終結時をもって辞任の予定です。 

 

以   上 

（ ） ） （ 



別  紙 

平成 20 年 5 月 13 日 

日本電信電話株式会社 

株式の状況（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

１．所有者別状況 

株   式   の   状   況 

外 国 法 人 等区 分 政 府 及 び 

地方公共団体 
金融機関 証券会社

その他の

法 人 個人以外 個 人
個人その他 計 

端 株 の

状 況

 人    

株 主 数 4 372 100 9,332 838 84 1,071,240 1,081,970 

 株    

所有株式数 5,306,841 1,998,696 72,477 189,093 3,544,458 223 4,606,209 15,717,997 23,212

 ％     

割 合 33.76 12.72 0.46 1.20 22.55 0.00 29.31 100.00 

(注) 1.    上記「その他の法人」および「端株の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ 1,910 株 

および 0.72 株含まれております。 

2.    上記「個人その他」および「端株の状況」の中には、自己株式がそれぞれ 2,102,475 株および 0.82 株含まれて

おります。なお、期末現在の実質的な所有株式数は、2,102,470.82 株であります。 

 3.    端株のみを有する端株主数は、251,466 人であります。 

２． 所有数別状況 

株   式   の   状   況 

区 分 1,000株 

以   上 

500 株 

以  上 

100 株 

以  上 

50  株 

以  上 

10  株 

以  上 

5  株 

以  上 

1   株 

以  上 
計 

端 株 の

状   況

 人     

株 主 数 378 141 872 1,130 27,515 65,877 986,057 1,081,970 

       ％           

割 合 0.03 0.01 0.08 0.10 2.54 6.09 91.14 100.00 

 株     

所有株式数 13,043,666 98,396 176,054 72,957 418,602 399,468 1,508,854 15,717,997 23,212  

    ％           

割 合 82.99 0.63 1.12 0.46 2.66 2.54 9.60 100.00 

(注) 1.    上記「1,000 株以上」および「端株の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ 1,910 株 

および 0.72 株含まれております。 

2.    上記「1,000 株以上」および「端株の状況」の中には、自己株式がそれぞれ 2,102,475 株および 0.82 株含まれ

ております。 

３．大株主 

氏 名 又 は 名 称 所 有 株 式 数 
発行済株式総数に対する

所 有 株 式 数 の 割 合 

 株 ％ 

財 務 大 臣 5,306,833.26  33.71 
 

モ ク ス レ イ ． ア ン ド ． カ ン パ ニ ー 709,730.00  4.51  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 487,392.00  3.10  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 383,845.00  2.44  

ｽ ﾃ ｰ ﾄ  ｽ ﾄ ﾘ ｰ ﾄ  ﾊ ﾞ ﾝ ｸ  ｱ ﾝ ﾄ ﾞ  ﾄ ﾗ ｽ ﾄ  ｶ ﾝ ﾊ ﾟ ﾆ ｰ 134,852.00  0.86  

ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ ５０５１０３ 131,017.00  0.83  

Ｎ Ｔ Ｔ 社 員 持 株 会 130,956.22  0.83  

ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｸﾗｲｱﾝﾄ ｵﾑﾆﾊﾞｽ ｱｶｳﾝﾄ 

ｵ ｰ ｴ ﾑ ｾ ﾞ ﾛ ﾂ ｰ    
129,552.00  

0.82 
 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口 4） 122,073.00  0.78  

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 Ｂ 口 ） 96,874.00  0.62  

計 7,633,124.48  48.49  

（注）当社は自己株式2,102,470.82株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 


